
精神障害者に対して、就労移行支援事業、社
会適応訓練事業、職場適応訓練事業、委託訓
練、職業能力開発訓練等の諸事業、並びに就
労・雇用に関わる事業の推進をはかり、精神
障害者の安心・安定した就業生活を支援し、
ノーマライゼーション社会の構築並びに社
会福祉の進展に寄与することを目的としま
す。

１）精神障害者の就労支援および雇用に関
　　わる事業所、関係機関、当事者の全国　
　的ネットワークづくり
２）精神障害者の就労促進をはかるための
　　調査研究、研修事業
３）精神障害者の就労・雇用の促進に関す　
　る広報・啓発事業
４）精神障害者や支援事業所・企業への就　
　労・雇用に関する相談および支援事業
５）精神障害者の就労・雇用の促進を図る　
　ための政策提言および要望活動
６）その他の事業

目的

事業

会費（年額）

個人会員……………………10,000円
賛助会員…………………… 2,000円
＊当事者は、個人会費・賛助会費とも半額

＊団体会員(企業等)に在籍する当事者で
　入会を希望する方の会費は免除

団体会員 (企業・支援機関)……30,000円
団体賛助会員………………20,000円
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●青森県精神保健職親会　●宮城県精神保健職親会

●山形県精神保健職親会連合会

●茨城県心を支える職親の会

●千葉県精神障害者職親の会

●東京都障がい者就業支援事業所の会

●神奈川県精神障害者就労支援事業所の会

●福井県精神障害者職親会

●山梨県精神保健福祉協力事業所の会

●静岡県精神保健職親会　●愛知県精神保健職親会

●NPO法人京都府精神保健職親会

●兵庫県精神保健職親会　

●和歌山県精神障害者就労支援職親会

●岡山職親会　●沖縄県精神保健職親会

●道南地域精神保健職親会

●河北町精神保健職親会　●宇和島市職親会　

●北九州地域職親会

各地に職親会が
組織されています

昭和 63(1988) 年、精神障害者社会適応訓
練事業をはじめ精神障害者の就労支援に貢
献するため、任意団体「全国精神保健職親
会連合会」として本会の前身母体が発足。
精神障害者の就労・雇用が緊急課題に浮上
する社会事情の中、平成17(2005)年 3月 4
日に法人を設立し活動を開始。

●全国精神障害者社会適応訓練事業研修会
　（300人規模で毎年8～9月に開催）
●全国精神保健職親研究会
　（100人規模で毎年6月に開催）
●精神障害者社会適応訓練事業所全国調査
　（平成18年度厚労省助成金）
●ラジオ番組の企画および啓発誌
　「Job Mentor」の発行（平成19年度より）
●厚生労働省委託事業「精神障害者職業自
　立等啓発事業」（平成19年度）
●厚生労働省委託事業「精神障害者からの
　メッセージ発信事業」（平成20年度）
●ホームページによる情報提供

設立の経緯

主な活動
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